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国立大学法人宮城教育大学事業報告書

Ⅰ はじめに

宮城教育大学は、「東北地方唯一の単科教育大学」として昭和40年4月に創立した。

昭和42年4月東北大学教育学部附属小学校、附属中学校及び附属幼稚園を移管、昭和

42年6月附属養護学校（小学部及び中学部）設置、昭和44年4月附属養護学校高等部を増

設した。

平成16年4月には、国立大学法人法（平成15年法律第112号）の施行により国立大学法

人宮城教育大学となった。また、平成19年4月には、校種に応じた教員養成課程に特化

し、大学が総力をあげて教員養成と教員研修に取り組む体制として、「初等教育教員養

成課程」、「中等教育教員養成課程」及び「特別支援教育教員養成課程」の三課程に再

編を行った。さらに、平成20年4月からは、専門職学位課程高度教職実践専攻（教職大

学院）を設置し、教員研修の高度化に新しい局面を切り開き、養成・採用・研修の全て

において、教育大学としての責任を果たすこととしている。

また、宮城県及び仙台市等の教育委員会と連携・協力を積極的に推進するとともに、

当法人のもつ教育・研究資源について、積極的な社会還元を図っている。

当法人の経営方針としては、国立大学法人制度に基づき、教員養成教育に責任をもつ

大学として、3つの柱①学力・教育能力のみならず、豊かな人間力を備えた教員の養成、

②教育現場が求める今日的な課題や現職教員が抱える実践的な課題に対応する研究の推

進、③社会の要請に基づく教育・研究資源の還元を基本とした教育研究事業を重点的に

展開することとしている。

当法人をめぐる経営環境としては、当法人の主な収入は国から交付される運営費交付

金であり、収入の約7割を占めている。この運営費交付金は平成21年度まで原則として

毎年効率化係数△1％相当分（当法人の場合約2千万円）が減額された。また、平成22年

度には効率化係数が廃止された一方、臨時的減額として、標準教員の給与費相当額等を

除く「一般運営費交付金」算定対象支出において、△1％（当法人の場合約1千6百万円）

が実施された。さらに、平成23年度以降は、大学改革促進係数が設定され、△1％（当

法人の場合、平成27年度で約1千5百8万円）が実施されている。

このような財政状況のもと、収入面では外部資金の獲得等自己収入の増収を図り、さ

らに、支出面では、予算の効率的かつ効果的な使用、経費削減等に努めるなど、本学の

使命を果たすための活動が財政上の理由により妨げられることがないように全学的に取

り組んでいる。

Ⅱ 基本情報

１．目標

宮城教育大学は、「教員養成教育に責任を負う」大学として、教員養成教育と現職教

育を両輪とする地域に密着した教育を行うことを目標とし、教育研究に取り組んできた。

第二期中期目標期間においては、第一期中期目標期間の達成成果及び業務実績に関す

る評価結果を踏まえ、教員養成に一本化した専門性の高い単科教育大学として、教育の

未来と子供たちの未来のために、その社会的責任を果たすべく、一層の工夫と努力を加

え、教員養成教育の分野で真に価値ある大学を目指して、教育研究の充実に努めること

を基本的な目標とする。

そのために、(1)教育面においては、学部・大学院の各課程の教育目的に即して、(a)

学士課程においては、幼児教育、初等・中等教育及び特別支援教育の学校に有為な教員

を送り出すことを目的とし、併せて広義の教育分野における人材の養成に当たる。(b)
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修士課程においては、高度の専門性を求め、教育を学問として探求・実践し、より優れ

た教員として活躍できる人材の育成を行う。(c)専門職学位課程（教職大学院）におい

ては、教職としての高度の専門性と実践力を養い、教育の現場において真にリーダーと

なり得る人材の養成を行うことを目指す。

それぞれの課程において、教育者としての使命感を持ち、広い視野や高度の専門性、

実践的な教育能力・指導力を具えた、個性豊かな教員の養成に全力を注ぐ。そのために

必要な教育の一層の充実と改善を、自己点検・評価やＦＤを通じて積極的に推進し、教

育の質保証をより確かなものにする。さらに、学力・教育能力のみならず、“豊かな人

間力”を培うことを今期の重点目標とする。

(2)研究面においては、各教員がそれぞれの専門分野の研究レベルを深化・向上させ

つつ、「教員養成マインド」に基づき教師教育へと活用・集約していくこと、さらに教

育現場や社会との往還の中で、教育現場が求める今日的な課題や現職教員が抱える実践

的な課題に取組む臨床的・実践的な研究に取組むことを目標とする。

(3)社会との連携の面では、連携協力協定を締結している各自治体・教育委員会等と

連携し、現職教員の資質向上に寄与するとともに、教育現場に生起する困難な諸課題の

解決に共同で当たること、さらに国際理解教育や国際教育協力の活動に協力・連携して

取組むことを目標とする。

２．業務内容

１．国立大学法人宮城教育大学を設置し、これを運営すること。

２．学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行

うこと。

３．国立大学法人宮城教育大学以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う

研究の実施その他の国立大学法人宮城教育大学以外の者との連携による教育研究

活動を行うこと。

４．公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。

５．国立大学法人宮城教育大学における研究の成果を普及し、及びその活用を促進

すること。

６．国立大学法人宮城教育大学における技術に関する成果の活用を促進する事業で

あって政令で定めるものを実施する者に出資すること。

７．前各号に附帯する業務を行うこと。

３．沿革

昭和４０年 ４月 国立学校設置法の一部を改正する法律により宮城教育大学設置

小学校教員養成課程、中学校教員養成課程、盲学校教員養成課程

設置

附属理科教育研究施設生物部門設置

昭和４１年 ４月 附属理科教育研究施設物理部門増設

昭和４２年 ４月 東北大学教育学部附属小学校、附属中学校及び附属幼稚園を本

学に移管

特別教科（数学、理科）教員養成課程設置

昭和４２年 ６月 附属養護学校（小学部及び中学部）設置

昭和４２年１０月 教授会設置

昭和４３年 ４月 仮校舎（仙台市太白区富沢字金山１番地）から現在地に移転

養護学校教員養成課程設置

昭和４４年 ４月 附属養護学校高等部設置

昭和４５年 ４月 附属理科教育研究施設化学部門増設
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病虚弱児教育教員養成課程（１年課程）設置

昭和４６年 ４月 附属養護学校（仙台市青葉区上杉六丁目４番１号）を現在地に

移転

昭和４７年 ４月 言語障害児教育教員養成課程設置

昭和４７年 ５月 保健管理センタ－設置

昭和４８年 ４月 幼稚園教員養成課程設置

昭和４９年 ４月 附属授業分析センター設置

昭和５０年 ４月 特殊教育特別専攻科（病虚弱教育専攻）設置

言語障害児教育教員養成課程（１年課程）設置

病虚弱児教育教員養成課程（１年課程）廃止

昭和６３年 ４月 大学院教育学研究科（修士課程）設置

平成 ３年 ９月 情報処理センタ－設置

平成 ６年 ４月 言語障害児教育教員養成課程（１年課程）廃止

特殊教育特別専攻科（言語障害教育専攻）設置

平成 ８年 ４月 小学校教員養成課程、中学校教員養成課程、盲学校教員養成課､

養護学校教員養成課程、言語障害児教育教員養成課程、幼稚園

教員養成課程、特別教科（数学、理科）教員養成課程廃止

学校教育教員養成課程、障害児教育教員養成課程、生涯教育総

合課程設置

平成 ９年 ４月 附属理科教育研究施設廃止

附属環境教育実践研究センタ－設置

平成１０年 ４月 附属授業分析センター廃止

附属教育臨床総合研究センタ－設置

平成１２年 ４月 大学院教育学研究科（修士課程）夜間主コ－ス設置

運営諮問会議設置

平成１３年 ４月 副学長設置、事務局一元化

平成１６年 ４月 国立大学法人法により国立大学法人宮城教育大学発足

平成１６年 ９月 附属特別支援教育総合研究センタ－設置

平成１６年１２月 附属国際理解教育研究センタ－設置

平成１７年 ４月 附属学校部設置

平成１９年 ４月 学校教育教員養成課程、障害児教育教員養成課程、生涯教育総

合課程廃止

初等教育教員養成課程、中等教育教員養成課程、特別支援教育

教員養成課程設置

特殊教育特別専攻科（病虚弱教育専攻、言語障害教育専攻）を

特殊支援教育特別専攻科（病弱教育専攻）に改組

附属養護学校を附属特別支援学校に名称変更

事務組織を改組

平成１９年１０月 教育臨床総合研究センターを教育臨床研究センターに名称変更

平成２０年 ４月 大学院教育学研究科専門職学位課程高等教職実践専攻（教職大

学院）設置

事務組織を改組

平成２２年 ４月 特別支援教育特別専攻科廃止

大学院教育学研究科（修士課程）夜間主コース廃止

平成２３年 １月 附属・小学校英語教育研究センター設置

平成２３年 ４月 キャリアサポートセンター設置

平成２３年 ５月 幼小連携推進研究室設置

平成２３年 ６月 教育復興支援センター設置

平成２５年 ３月 大学院教育学研究科修士課程学校教育専攻廃止
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４．設立根拠法

国立大学法人法（平成15年法律第112号）

５．主務大臣（主務省所管局課）

文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課）

６．組織図

７．所在地

事 務 局（青葉山地区）

〒980-0845 宮城県仙台市青葉区荒巻字青葉149番地

電話番号 022-214-3417

附属小学校・中学校・幼稚園（上杉地区）

〒980-0011 宮城県仙台市青葉区上杉六丁目４番１号

電話番号 022-234-0390

附属特別支援学校（青葉山地区）

〒980-0845 宮城県仙台市青葉区荒巻字青葉395の2

電話番号 022-214-3359

理事（連携担当副学長）
学務担当副学長

附属特別支援教育総合研究センター
附属国際理解教育研究センター

評価室

学長室

学術情報課

理事（総務担当副学長）
附属学校課
財務課
施設課
教務課
学生課
入試課
研究・連携推進課

総括主幹（経営）

総括主幹（総務）

総括主幹（事業）

総務課附属図書館
　（附属特別支援学校）
　（附属中学校）
　（附属小学校）

初等教育教員養成課程
中等教育教員養成課程
特別支援教育教員養成課程
専門職学位課程
修士課程

附属図書館長

監　　　事

学　　　長

教育学部

理事（財務担当副学長・事務局長）

　（附属幼稚園）

情報処理センター

附属・小学校英語教育研究センター

附属環境教育実践研究センター

大学院教育学研究科

附属教育臨床研究センター

附属学校部

保健管理センター

キャリアサポートセンター
教育復興支援センター
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８．資本金の状況

22,018,651,087円（全額 政府出資）

９．学生の状況（平成27年5月1日現在在籍数）

総学生数 ３，０５３人

学部学生 １，５２２人

修士課程 ５５人

専門職学位課程 ５３人

附属学校 １，４２３人

１０．役員の状況

役員の定数は、国立大学法人法第10条により、学長１名、理事３名、監事２名。

任期は国立大学法人法第15条及び国立大学法人宮城教育大学学則の定めるところによ

る。

役職名 氏 名 任 期 主 要 経 歴

学 長 見上 一幸 平成24年4月1日 平成 6年11月 宮城教育大学教育学部附属

～平成28年3月31日 理科教育研究施設教授

平成 9年 4月 宮城教育大学附属環境教育

実践研究センター教授

平成12年 4月 宮城教育大学附属環境教育

実践研究センター長

平成16年 4月 国立大学法人宮城教育大学

環境教育実践研究センター

長

平成17年 4月 国立大学法人宮城教育大学

附属小学校長

平成19年 4月 国立大学法人宮城教育大学

理事（総務担当）・副学長

理 事 石澤 公明 平成24年4月1日 平成17年 6月 国立大学法人宮城教育大学

(総務担 ～平成28年3月31日 教育学部教授

当)・ 平成23年 1月 国立大学法人宮城教育大学

副学長 教育研究評議会委員

理 事 佐藤 修二 平成27年4月1日 平成18年 4月 山口大学学務部長

(財務担 ～平成28年3月18日 平成20年 1月 一橋大学学務部長

当)・ 平成22年 8月 東京大学国際部長

副学長 平成24年 7月 (社)国大協事務局参事役

理 事 中井 滋 平成24年4月1日 平成10年 4月 宮城教育大学教育学部教授

(連携担 ～平成28年3月31日 平成16年 4月 国立大学法人宮城教育大学

当)・ 附属養護学校長

副学長 平成19年 4月 国立大学法人宮城教育大学

教育研究評議会委員
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平成20年 4月 国立大学法人宮城教育大学

学務担当副学長

監 事 荒 中 平成24年4月1日 昭和57年 4月 仙台弁護士会入会

( 非 常 ～平成28年3月31日 平成20年 4月 仙台弁護士会会長

勤) 平成21年 4月 日本弁護士連合会副会長

平成22年 4月 国立大学法人宮城教育大学

監事（非常勤）

監 事 菊池 武剋 平成24年4月1日 平成 7年 4月 東北大学教育学部教授

( 非 常 ～平成28年3月31日 平成14年 4月 東北大学教育学部長・教育

勤) 学研究科長

平成20年10月 日本キャリア教育学会会長

１１．教職員の状況（平成27年5月1日現在現員）

教員 ４１５人（うち常勤２１９人、非常勤１９６人）

職員 １５４人（うち常勤７８人、非常勤７６人）

（常勤教職員の状況）

常勤教職員は前年度比で１０人（３．２６％）減少しており、平均年齢は４４．２歳

（前年度４４．３歳）となっております。このうち、地方公共団体からの出向者９６人、

国からの出向者及び民間からの出向者は２人です。

Ⅲ 財務諸表の概要

（勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照願います。）

１．貸借対照表 （単位：円)

資産の部 金額 負債の部 金額

固定資産 固定負債

有形固定資産 資産見返負債 1,841,701,176

土地 17,349,060,000 長期未払金 12,607,102

建物 8,144,202,170

減価償却累計額等 △3,268,993,152 流動負債

構築物 1,114,254,599 その他の流動負債 986,703,050

減価償却累計額等 △721,657,105

工具器具備品 1,305,119,941

減価償却累計額等 △978,940,537

図書 1,143,166,760 負債合計 2,841,011,328

その他の有形固定資産 34,613,744

減価償却累計額等 △18,833,169 純資産の部

その他の固定資産 14,609,460

資本金

流動資産 政府出資金 22,018,651,087

現金及び預金 921,794,545 資本剰余金 25,928,802

その他の流動資産 46,067,662 利益剰余金 198,873,701
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純資産合計 22,243,453,590

資産合計 25,084,464,918 負債純資産合計 25,084,464,918

２．損益計算書

（単位：円）

金額

経常費用(A） 4,253,841,299

業務費

教育経費 640,538,891

研究経費 177,441,397

教育研究支援経費 115,724,725

人件費 3,008,625,961

その他 63,490,571

一般管理費 246,950,341

財務費用 1,069,413

経常収益(B) 4,190,423,160

運営費交付金収益 2,787,933,561

学生納付金収益 960,952,736

その他の収益 243,047,208

資産見返負債戻入 141,407,872

財務収益 300,495

雑益 56,781,288

臨時損益(C) 43,574,648

目的積立金取崩額(D) 105,214,122

当期総利益（B-A+C+D） 85,370,631

３．キャッシュ・フロー計算書

（単位：円）

金額

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 34,479,173

教育研究関連業務支出 △738,365,806

人件費支出 △3,020,176,034

その他の業務支出 △101,598,001

運営費交付金収入 2,745,903,000

学生納付金収入 934,686,780
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その他の業務収入 250,581,358

その他の預り金収支差額 △36,552,124

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △45,107,669

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △50,897,640

Ⅳ資金に係る換算差額(D) 0

Ⅴ資金増加額（E=A+B+C+D） △61,526,136

Ⅵ資金期首残高(F) 783,320,681

Ⅶ資金期末残高（G=F+E） 721,794,545

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書

（単位：円）

金額

Ⅰ業務費用 3,123,156,503

損益計算書上の費用 4,253,841,299

（控除）自己収入等 △1,130,684,796

（その他の国立大学法人等業務実施コスト）

Ⅱ損益外減価償却相当額 285,327,925

Ⅲ引当外賞与増加見積額 △4,154,209

Ⅳ引当外退職給付増加見積額 77,567,454

Ⅴ機会費用 1,168,275

Ⅵ国立大学法人等業務実施コスト 3,483,065,948

５．財務情報

(1) 財務諸表の概況

① 主要な財務データの分析（内訳・増減理由）

ア．貸借対照表関係

（資産合計）

平成27年度末現在の資産合計は前年度比40百万円（同0.2％）（以下、特に断らない限

り前年度比・合計）減の25,084百万円となっている。

主な増加要因としては、有形固定資産で、管理棟や青葉山屋内運動場、上杉屋内運動場

の改修により建物が241百万円（3.0％）増の8,144百万円となったこと、構築物が2百万円

（0.2％）増の1,114百万円となったこと、無線コントローラや附属学校厨房機器の取得に

より工具器具備品が40百万円（3.2％）増の1,305百万円となったこと、流動資産では、現

金及び預金が138百万円（17.7％）増の922百万円となったことが挙げられる。

一方、主な減少要因としては、有形固定資産で、減価償却費計上により減価償却累計額

が473百万円（10.5％）増の△4,988百万円となったことが挙げられる。
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（負債合計）

平成27年度末現在の負債合計は38百万円（1.4％）増の2,841百万円となっている。

主な増加要因としては、流動負債で、3月末竣工工事費が昨年度に比べ多額だったこと

により未払金が218百万円（44.5％）増の708百万円となったこと、翌年度に繰越となる寄

附金債務が31百万円（185.2％）増の48百万円となったことなどが挙げられる。

一方、主な減少要因としては、中期計画最終年度のため精算する運営費交付金債務が87

百万円（100％）減の0円となったこと、一年以内に支払うリース債務を一般未払金に振り

替えたため長期未払金が50百万円（80.0％）減の13百万円となったこと、資産見返負債に

おいて、固定資産の減価償却額が取得額を大幅に上回ったことに伴い76百万円（3.9％）

減の1,842百万円となったことが挙げられる。

（純資産合計）

平成27年度末現在の純資産合計は78百万円（0.4％）減の22,243百万円となっている。

主な要因としては、資本剰余金において、損益外減価償却額累計額が取得額を大幅に上

回ったことに伴い58百万円（69.1％）減の26百万円となったことが挙げられる。

イ．損益計算書関係

（経常費用）

平成27年度の経常費用は85百万円（2.0％）増の4,254百万円となっている。

主な増加要因としては、ＰＣＢ廃棄物処理費の増加により教育経費、研究経費、教育研

究支援費、一般管理費の合計が92百万円（8.4％）増の1,181百万円となったことが挙げら

れる。主な減少要因としては、受託事業費が執行額の減少により10百万円（14.0％）減の

63百万円となったことが挙げられる。

（経常収益）

平成27年度の経常収益は64百万円（1.5％）減の4,190百万円となっている。

主な減少要因としては、授業料収益が30百万円（3.5％）減の819百万円となったこと、

受託事業等収益が総事業費が減少したことにより12百万円（15.7％）減の63百万円となっ

たこと、補助金等収益が27百万円（24.2％）減の84百万円となったことなどが挙げられる。

（当期総損益）

臨時損益として、中期目標期間最終年度に行う運営費交付金債務の精算による臨時利益

44百万円、目的積立金取崩額105百万円を計上した結果、上記経常損益を併せた平成27年

度の当期総利益は10百万円（10.5％）減の85百万円となっている。

ウ．キャッシュ・フロー計算書関係

（業務活動によるキャッシュ・フロー）

平成27年度の業務活動によるキャッシュ・フローは176百万円（83.6％）減の34百万円

となっている。

主な減少要因としては、平成25年度退職者に比べ平成26年度退職者が多かったことから

人件費支出が127百万円（4.4％）増の△3,020百万円となったこと、補助金等収入が14百

万円（13.1％）減の91百万円となったことなどが挙げられる。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

平成27年度の投資活動によるキャッシュ・フローは20百万円（30.3％）増の△45百万円

となっている。

主な増加要因としては、施設費による収入が78百万円（35.6％）増の296百万円となっ

たこと、有形固定資産の取得に伴う支出が144百万円（50.5％）減の△141百万円となった

ことが挙げられる。

主な減少要因としては、定期預金による収支の差が200百万円（100％）増の200百万円

となったことなどが挙げられる。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

平成27年度の財務活動によるキャッシュ・フローは2百万円（4.1％）減の△51百万円と

なっている。

マイナスとなる要因は、ファイナンス・リース債務の返済による支出額及びその利息の

支払額が△51百万円となったことが挙げられる。

エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係

（国立大学法人等業務実施コスト）

平成27年度の国立大学法人等業務実施コストは205百万円（6.3％）増の3,483百万円と

なっている。

主な増加要因としては、引当外退職給付増加見積額が184百万円（173.1％）増の78百万

円となったことなどが挙げられる

(表) 主要財務データの経年表 （単位：百万円）

区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

資産合計 25,407 25,461 25,314 25,124 25,084

負債合計 3,081 3,072 2,954 2,803 2,841

純資産合計 22,326 22,389 22,360 22,321 22,243

経常費用 4,164 3,998 3,985 4,169 4,254

経常収益 4,186 4,018 4,018 4,254 4,190

当期総損益 22 19 33 95 85

業務活動によるキャッシュ・フロー 171 △24 214 210 34

投資活動によるキャッシュ・フロー △190 △33 △332 △65 △45

財務活動によるキャッシュ・フロー △73 △64 △49 △49 △51

資金期末残高 974 854 687 783 722

国立大学法人等業務実施コスト 4,015 3,276 3,311 3,278 3,483
（内訳）

業務費用 3,471 2,836 2,846 2,987 3,123

うち損益計算書上の費用 4,577 4,003 3,985 4,170 4,254

うち自己収入 △1,106 △1,166 △1,139 △1,183 △1,131

損益外減価償却相当額 296 290 305 300 285

損益外除売却差額相当額 - 0 0 1 -

引当外賞与増加見積額 △11 7 13 7 △4

引当外退職給付増加見積額 39 17 4 △106 78

機会費用 220 125 143 90 1

（控除）国庫納付額 - - - - -

② セグメントの経年比較・分析（内容・増減理由）

ア．業務損益

大学の業務損益は154百万円（64.5％）減の85百万円となっている。

主な減少要因としては、業務費用の研究経費が33百万円（22.6％）増の177百万円とな

ったこと、一般管理費が74百万円（44.9％）増の238百万円となったこと、業務収益の授

業料収益が30百万円（3.5％）減の809百万円となったこと、受託事業等収益が18百万円

（23.9％）減の57百万円となったことなどが挙げられる。

附属学校の業務損益は5百万円（3.0％）増の△148百万円となっている。

主な増加要因としては、業務費用の教育経費が5百万円（3.5％）減の126百万円となっ

たことなどが挙げられる。
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(表) 業務損益の経年表 （単位：百万円）

区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

大学 146 231 257 238 85

附属学校 △124 △212 △223 △153 △148

イ．帰属資産

大学の帰属資産は73百万円（0.5％）減の14,022万円、附属学校の帰属資産は105百万円

（1.0％）減の10,141百万円、法人共通の帰属資産は138百万円（17.7％）増の922百万円

となっている。

大学の帰属資産の減少要因は、管理棟、屋内運動場の耐震改修などの増加要因はあった

ものの、減価償却の影響で構築物が30百万円（8.1％）減の338百万円となったこと、その

他が110百万円（6.9％）減の1,484百万円となったこと、などが挙げられる。

附属学校の帰属資産の減少要因は、大学と同じく減価償却の影響で建物が94百万円

（5.0％）減の1,799百万円となったこと、構築物が9百万円（14.0％）減の55百万円とな

ったことなどが挙げられる。

(表) 帰属資産の経年表 （単位：百万円）

区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

大学 14,105 14,379 14,258 14,095 14,022

附属学校 10,328 10,229 10,370 10,246 10,141

法人共通 974 854 687 783 922

③ 目的積立金の使用内訳等

平成27年度においては、大学運営改善積立金の目的に充てるため、105,214,122円を使

用した。

(2) 施設等に係る投資等の状況（重要なもの）

① 当事業年度中に完成した主要施設等

該当なし

② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充

該当なし

③ 当事業年度中に処分した主要施設等

該当なし

④ 当事業年度において担保に供した施設等

該当なし

(3) 予算・決算の概況

以下の予算・決算は、国立大学法人等の運営状況について、国のベースにて表示してい

るものである。

（単位：百万円）

区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由

収入 4,584 4,789 4,403 4,328 4,083 4,308 4,099 4,224 4,266 4,434

運営費交付金収入 2,971 3,091 2,776 2,788 2,658 2,808 2,777 2,797 2,793 2,833 (※1)

補助金等収入 593 684 602 502 412 471 315 329 401 364 (※2)

学生納付金収入 897 881 897 908 886 871 876 915 917 935 (※3)

附属病院収入 - - - - - - - - - -

その他収入 123 133 128 130 127 158 131 183 155 302 (※4)
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支出 4,584 4,738 4,403 4,190 4,083 4,154 4,099 4,124 4,266 4,301

教育研究経費 3,896 3,997 3,704 3,601 3,576 3,585 3,705 3,676 3,757 3,820 (※5)

診療経費 - - - - - - - - - -

一般管理費 - - - - - - - - - -

その他支出 688 741 699 589 507 569 394 448 509 481 (※6)

収入－支出 - 51 - 138 - 154 - 100 - 133

（※1）運営費交付金収入については、特別経費、特殊要因経費において、本年度が中期

計画最終年度にあたるため措置額と繰越額を全額収益化しているため、40百万円多額と

なっております。

（※2）補助金等収入については、青葉山屋内運動場及び上杉屋内運動場の耐震改修に係

る支出が当初予定より少額となったため、交付額が37百万円少額となっております。

（※3）学生納付金収入については、主として平成28年度授業料の前納額が増加したこと、

及び授業料納入者数の増加に伴い、予算額に比して決算額が18百万円多額となっていま

す。

（※4）その他収入については、当初予定になかった受託事業の獲得に努めたこと、目的

積立金取崩が発生したことなどにより予算額に比して決算額が147百万円多額となって

います。

（※5）教育研究経費については、PCB廃棄物処理を行ったこと、及び退職金執行額の減額

等により、予算額に比して決算額が63百万円多額となっております。

（※6）その他支出については、（注２）に示した理由等により、予算額に比して決算額

が28百万円少額となっております。

Ⅳ 事業の実施状況

（１）財源構造の概略等

当法人の経常収益は4,190,423,160円で、その内訳は、運営費交付金収益

2,787,933,561円（66.5％（対経常収益比、以下同じ。））、授業料収益819,187,036円

（19.6％）、その他583,302,563円（13.9％）となっている。

（２）財務データ等と関連付けた事業説明

ア．大学セグメント

大学セグメントは、教育学部、大学院教育学研究科（専門職学位課程・修士課程）、

附属センター及び附属図書館により構成されている。

教育学部は、学術の中心として豊かな教養を与えるとともに、深く専門の学芸を教授

研究し、知的、道徳的及び応用的能力を展開させ、もって有為な教育者を養成し、併せ

て学術の深奥を究めて文化の進展に寄与することを目的とする。

専門職学位課程は、幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援

学校の高度の専門的な能力及び優れた資質を有する教員の養成のための教育を行うこと

を目的とする。

修士課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、学校教育の場における理論と実践

の研究能力を高め、教育研究の推進と教育実践の向上に資する高度の能力を養うことを

目的とする。

平成27年度においては、下記のとおり事業を行った。

○教育に関する事業

学長のリーダーシップによる戦略的な事業として、グローバル化及び小学校英語教科

化に対応した英語教育改革、大学院の教育実践力の強化・充実や附属学校を先導的・実



- 13 -

践的な取組のできる拠点校とするなど、実践型教員養成機能強化への質的転換に係る事

業を行った。

文部科学省の大学改革推進等補助金「地（知）の拠点整備事業」（37,000,000円）に

おいては、教員になってからも、生涯にわたって自ら学び続け、その質的向上を目指す

教員（イノベーティブ・ティーチャー）を養成するため「宮城協働モデルによる次世代

型教育の開発・普及」事業を行った。

○研究に関する事業

受託事業「学びを通じた被災地の地域コミュニティ再生支援事業」（32,640,496円）

では、被災地に残存する地域課題解消のため、各種公開講座・研修会や小・中学校や学

外機関等との産・官・学・民の連携を通じて、被災地の自律的な復興が地域コミュニテ

ィに根付くための仕組みづくりを実現するための多様な活動を実施した。

○社会との連携、国際交流、国際協力に関する事業

文部科学省の大学改革推進等補助金「大学等における地域復興のためのセンター的機

能整備事業」（46,075,000円）等をもとに、教育復興支援センターを軸として、教育委

員会や地域等様々な関係機関と連携しながら、東日本大震災による被災学校支援を継続

して行った。

また、独立行政法人国際協力機構から受託している受託事業費「JICA集団研修」

（3,022,500円）をもとに、JICA東北の協力を受けて、青年海外協力隊において海外教

育経験を有する現職教員の帰国復職後の学校における国際教育・国際理解教育支援を実

施した。

同じく受託事業「ＢＰプロジェクト（いじめ防止支援プロジェクト）」（2,919,000円）

では、宮城県、仙台市を中心に東北６県の教育委員会関係者・大学関係者・教育現場の

方々を集めた「いじめ防止研修会」の開催や「特別支援教育といじめ」をテーマとした

アンケート調査を行うなどの活動を行った。

大学セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益2,008,493,888円

（59.7％（当該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、学生納付金収益

946,534,876円（28.2％)、その他収益等408,253,647円（12.1％）となっている。

また、事業に要した経費は、教育経費514,072,191円、研究経費177,409,314円、教育

研究支援経費115,724,725円、受託研究費300,467円、受託事業費等60,518,268円、人件

費2,172,001,585円、一般管理費237,538,527円、その他1,069,413円となっている。

イ．附属学校セグメント

附属学校セグメントは、附属幼稚園、附属小学校、附属中学校、附属特別支援学校に

より構成されている。

各附属学校は，教育基本法及び学校教育法に基づいて保育又は教育を行うとともに、

本学における幼児、児童又は生徒の保育又は教育に関する研究に協力し、併せて本学の

計画に従い学生の教育実習の実施に当たることを目的とする。

附属学校セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益779,439,673円

（94.2％（当該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、学生納付金収益

14,417,860円（1.8％）、その他収益等33,283,216円（4.0％）となっている。

また、事業に要した経費は、教育経費126,466,700円、人件費836,624,376円、一般管

理費9,411,814円、その他経費2,703,919円となっている。

（３）課題と対処方針等

当法人では、運営費交付金の縮減に対応するため、経費の節減に努めるとともに、外

部資金の獲得に努めた。
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経費の節減については、人事院勧告に基づく給与改定を実施した一方で、光熱水費の

状況について教授会で報告し、継続して省エネルギーに対する意識を喚起したほか、燃

料費の契約単価引き下げにより経費節減を行った。

外部資金獲得については、科学研究費補助金に関し、申請件数、採択数の増加を目指

すための説明会において、科研費獲得のための計画調書等作成における留意事項につい

ての説明や電子申請の説明等を実施した。

平成27年度においては、補助金4件90,082,217円、受託研究1件416,000円、受託事業

等30件65,024,997円、寄附金16件53,668,037円、科学研究費補助金62件77,264,622円（間

接経費含む）を獲得した。

施設設備の整備については、施設整備費補助金による「耐震改修事業（管理棟）

（172,590,000円）」、青葉山屋内運動場等耐震改修（42,685,601円）、上杉（附小中）

屋内運動場等耐震改修（58,553,599円）が完成した。また、国立大学財務・経営センタ

ー施設費交付金（22,000,000円）で「学生寄宿舎洗面所改修工事」を実施した。

Ⅴ その他事業に関する事項

１．予算、収支計画及び資金計画

（１）．予算

決算報告書参照

（２）．収支計画

年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照

（３）．資金計画

年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照

２．短期借入れの概要

短期借入れは実施していない。

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細

（１）運営費交付金債務の増減額の明細

（単位：百万円）

当期振替額

交付金当

交付年度 期首残高 期交付額 運営費交 資産見返 建設仮 資本 期末残高

付金収益 運営費交 勘定見返 剰余金 小計

付金 運営費交

付金

２２年度 0 - 0 - - - 0 -

２３年度 0 - 0 - - - 0 -

２４年度 0 - 0 - - - 0 -

２５年度 27 - 25 2 - - 27 -

２６年度 60 - 60 - - - 60 -
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２７年度 - 2,746 2,746 - - - 2,746 -

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

①平成22年度交付分

（単位：百万円）

区 分 金 額 内 訳

業務達成基準に 運営費交付金収益 -

よる振替額

資産見返運営費交付金 -

資本剰余金 -

計 -

期間進行基準に 運営費交付金収益 -

よる振替額

資産見返運営費交付金 -

建設仮勘定見返運営費交付金 -

資本剰余金 -

計 -

費用進行基準に 運営費交付金収益 -

よる振替額

資産見返運営費交付金 -

資本剰余金 -

計 -

会計基準第７８ 0

第３項による

振替

合計 0
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①平成23年度交付分

（単位：百万円）

区 分 金 額 内 訳

業務達成基準に 運営費交付金収益 -

よる振替額

資産見返運営費交付金 -

資本剰余金 -

計 -

期間進行基準に 運営費交付金収益 -

よる振替額

資産見返運営費交付金 -

建設仮勘定見返運営費交付金 -

資本剰余金 -

計 -

費用進行基準に 運営費交付金収益 -

よる振替額

資産見返運営費交付金 -

資本剰余金 -

計 -

会 計 基 準 第 ７ ８ 0

第 ３ 項 に よ る 振

替

合計 0
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①平成24年度交付分

（単位：百万円）

区 分 金 額 内 訳

業 務 達 成 基 準 に 運営費交付金収益 0 ①業務達成基準を採用した事業等：

よる振替額 PCB廃棄物処理費

②当該業務に関する損益等

資産見返運営費交付金 - 損益計算書に計上した費用の額

：業務費：0

資本剰余金 - ③運営費交付金収益化額の積算根拠

PCB廃棄物処理が完了したため、

計 - 0百万円を収益化。

期間進行基準に 運営費交付金収益 -

よる振替額

資産見返運営費交付金 -

建設仮勘定見返運営費交付金 -

資本剰余金 -

計 -

費用進行基準に 運営費交付金収益 -

よる振替額

資産見返運営費交付金 -

資本剰余金 -

計 -

会 計 基 準 第 ７ ８ 0

第 ３ 項 に よ る 振

替

合計 0
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②平成25年度交付分

（単位：百万円）

区 分 金 額 内 訳

業務達成基準に 運営費交付金収益 -

よる振替額

資産見返運営費交付金 -

資本剰余金 -

計 -

期間進行基準に 運営費交付金収益 -

よる振替額

資産見返運営費交付金 -

建設仮勘定見返運営費交付金 -

資本剰余金 -

計 -

費用進行基準に 運営費交付金収益 25 ①費用進行基準を採用した事業等：

よる振替額 退職手当、復興関連事業「東北の復

資産見返運営費交付金 2 興再生・地域活性化を促進する人材

育成の開発－新時代に対応した教員

資本剰余金 - 養成センター構想－」

②当該業務に係る損益等

計 27 ｱ)損益計算書に計上した費用の額

：27(消耗品費：11、備品費：4、業

務委託費：3、旅費：3、その他:6)

ｲ)固定資産の取得額：2

③運営費交付金の振替額の積算根拠

費用進行に伴い支出した運営費交

付金債務25百万円を収益化。

会計基準第７８ 0

第３項による

振替額

合計 27
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③平成26年度交付分

（単位：百万円）

区 分 金 額 内 訳

業務達成基準に 運営費交付金収益 0 ①業務達成基準を採用した事業等：

よる振替額 「学長のリーダーシップの発揮」を

資産見返運営費交付金 - 更に高めるための特別措置枠

②当該業務に関する損益等

資本剰余金 - 損益計算書に計上した費用の額：

旅費0

計 0 ③運営費交付金収益化額の積算根拠

「学長のリーダーシップの発揮」

を更に高めるための特別措置枠は、

十分成果を上げたと認められること

から、運営費交付金債務を全額収益

化。

期間進行基準に 運営費交付金収益 -

よる振替額

資産見返運営費交付金 -

建設仮勘定見返運営費交付金 -

資本剰余金 -

計 -

費用進行基準に 運営費交付金収益 60 ①費用進行基準を採用した事業等：

よる振替額 退職手当

資産見返運営費交付金 - ②当該業務に係る損益等

損益計算書に計上した費用の額：

資本剰余金 - 60(退職手当：60)

③運営費交付金の振替額の積算根拠

計 60 費用進行に伴い支出した運営費交

付金債務60百万円を収益化。

会計基準第７８ 0

第３項による

振替額

合計 60
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③平成27年度交付分

（単位：百万円）

区 分 金 額 内 訳

業務達成基準に 運営費交付金収益 75 ①業務達成基準を採用した事業等：キャリア

よる振替額 育成オフィスの設置・活用による大学院高度

研修システムの構築、「学長のリーダーシッ

資産見返運営費交付金 - プの発揮」を更に高めるための特別措置枠、

PCB廃棄物処理費、移転費、建物新営設備費

②当該業務に関する損益等

資本剰余金 - 損益計算書に計上した費用の額：75

(業務委託費:42、人件費：22、物件費：7、

旅費：2、その他2)

計 75 ③運営費交付金収益化額の積算根拠

「キャリア育成オフィスの設置・活用によ

る大学院高度研修システムの構築」、「学長の

リーダーシップの発揮」を更に高めるための

特別措置枠、PCB廃棄物処理費、移転費、建

物新営設備費は、十分成果を上げたと認めら

れることから、運営費交付金債務を全額収益

化。

期間進行基準に 運営費交付金収益 2,518 ①期間進行基準を採用した事業等：

よる振替額 業務達成基準及び費用進行基準を採用した業

資産見返運営費交付金 - 務以外の全ての業務

②当該業務に関する損益等

建設仮勘定見返運営費交 損益計算書に計上した費用の額：2,520

付金 - (人件費：2,520)

③運営費交付金の振替額の積算根拠

資本剰余金 - 学生収容定員が一定数（90％）を満たして

いるため、運営費交付金債務を全額収益化。

計 2,518

費用進行基準に 運営費交付金収益 109 ①費用進行基準を採用した事業等：退職手当

よる振替額 ②当該業務に係る損益等

資産見返運営費交付金 - ｱ)損益計算書に計上した費用の額：151

(退職手当：109)

資本剰余金 - ｲ)固定資産の取得額：0

③運営費交付金の振替額の積算根拠

計 109 費用進行に伴い支出した運営費交付金債務

109百万円を収益化。

会計基準第７８ 44

第３項による

振替額

合計 2,746
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（３）運営費交付金債務残高の明細

該当なし

（別紙）

■財務諸表の科目

１．貸借対照表

有形固定資産：土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわたって使用する有形の

固定資産。

減損損失累計額：減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計画に比して

著しく低下し、回復の見込みがないと認められる場合等に、当該固定資産の価額を回収可能

サービス価額まで減少させる会計処理）により資産の価額を減少させた累計額。

減価償却累計額等：減価償却累計額及び減損損失累計額。

その他の有形固定資産：図書、工具器具備品、車両運搬具等が該当。

その他の固定資産：無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（投資有価証券等）が該

当。

現金及び預金：現金(通貨及び小切手等の通貨代用証券)と預金（普通預金、当座預金及び

一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額。

その他の流動資産：未収附属病院収入、未収学生納付金収入、医薬品及び診療材料、たな

卸資産等が該当。

資産見返負債：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸借対照

表計上額と同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振り替える。計上された資産見返

負債については、当該償却資産の減価償却を行う都度、それと同額を資産見返負債から資産

見返戻入（収益科目）に振り替える。

センター債務負担金：旧国立学校特別会計から独立行政法人国立大学財務・経営センター

が承継した財政融資資金借入金で、国立大学法人等が債務を負担することとされた相当額。

長期借入金等：事業資金の調達のため国立大学法人等が借り入れた長期借入金、PFI債務、

長期リース債務等が該当。

引当金：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上するもの。退

職給付引当金等が該当。

運営費交付金債務：国から交付された運営費交付金の未使用相当額。

政府出資金：国からの出資相当額。

資本剰余金：国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の相当額。

利益剰余金：国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。

繰越欠損金：国立大学法人等の業務に関連して発生した欠損金の累計額。

２．損益計算書

業務費：国立大学法人等の業務に要した経費。

教育経費：国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費。

研究経費：国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。

診療経費：国立大学附属病院における診療報酬の獲得が予定される行為に要した経費。

教育研究支援経費：附属図書館、大型計算機センター等の特定の学部等に所属せず、法人
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全体の教育及び研究の双方を支援するために設置されている施設又は組織であって学生及び

教員の双方が利用するものの運営に要する経費

人件費：国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。

一般管理費：国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。

財務費用：支払利息等。

運営費交付金収益：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。

学生納付金収益：授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。

その他の収益：受託研究等収益、寄附金等収益、補助金等収益等。

臨時損益：固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。

目的積立金取崩額：目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利益）のう

ち、特に教育研究の質の向上に充てることを承認された額のことであるが、それから取り崩

しを行った額。

３．キャッシュ・フロー計算書

業務活動によるキャッシュ・フロー：原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件

費支出及び運営費交付金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実施に係る資金の収支状

況を表す。

投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支

出等の将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状況を表す。

財務活動によるキャッシュ・フロー：増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還

及び借入れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状況を表す。

資金に係る換算差額：外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書

国立大学法人等業務実施コスト：国立大学法人等の業務運営に関し、現在又は将来の税財

源により負担すべきコスト。

損益計算書上の費用：国立大学法人等の業務実施コストのうち、損益計算書上の費用から

学生納付金等の自己収入を控除した相当額。

損益外減価償却相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定

されない資産の減価償却費相当額。

損益外減損損失相当額：国立大学法人等が中期計画等で想定した業務を行ったにもかかわ

らず生じた減損損失相当額。

引当外賞与増加見積額：支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる場合の

賞与引当金相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上（当事業年度における

引当外賞与引当金見積額の総額は、貸借対照表に注記）。

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかと認め

られる場合の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計上（当事業年度にお

ける引当外退職給付引当金見積額の総額は貸借対照表に注記）。

機会費用：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した場合の

本来負担すべき金額等。


